
～ 裏面もご覧ください ～ 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 7 月の大雨被害にて住宅に甚大な被害を受けられた皆さまに、応急仮設住宅とし

て、民間の賃貸住宅を借り上げし、供与します。 

～ 山形県賃貸型応急住宅の提供までの流れ ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪入居者要件≫ 

令和 6 年 7 月 25 日からの大雨で被災した酒田市に居住する方で、自らの資力を以てして

は住宅を確保することができず、次のいずれかの要件を満たす方 

1．住宅が全壊、全焼又は流失により居住する住宅がない方 

2．住宅が大規模半壊、中規模半壊又は半壊であって、住み続けることが困難な程度の傷み

があり、長期にわたり（1 か月以上）自らの住家に居住できないと市長が認める方 

なお、住み続けることが困難な程度の傷みとは、以下のような状態をいう。 

ア 災害により流入した土砂や流木等により生活の空間が確保できない状態 

イ 屋根、外壁の損傷により雨風をしのぐことができない状態 

ウ 住家への浸水により耐え難い悪臭がする等、生活に支障が生じている状態 

エ アからウに準ずる状況により生活が困難であると県が認める場合 

3．二次災害等により住宅が被害を受ける恐れがある、ライフライン（水道、電気、ガス、

道路等）が途絶している又は地すべり等により避難指示等を受けているなど、長期にわ

たり（1 か月以上）自らの住家に居住できないと市長が認める方 

4．災害救助法に基づく住宅の応急修理制度を利用する方のうち、修理に要する期間が 1 か

月を超えると見込まれる方であって、上記 2 又は 3 に該当し、他の住まいの確保が困難

な方 

令和６年７月大雨によってお住まいに被害を受けられた皆さまへ 

山形県賃貸型応急住宅（みなし仮設住宅）のご案内 
【８月２６日版】 

①  

市建築課窓口

で賃貸型応急

仮設住宅制度

の説明を受

け、受付票を

提出します。 

② 

不動産店舗に

て条件に合う

物件を探しま

す。 

⑤ 

ご自身・貸

主・酒田市の

三者が契約書

を交わして、

完了となりま

す。 

④ 

市建築課より

入居許可通知

が届いたら不

動産店舗にて

契約を進めま

す。 

③ 

物件を選定した

ら、申込書等を

記入し、不動産

業者より市建築

課へ提出しても

らいます。 



※相談の際に「罹災証明書」をお持ちください。 

≪入居期間≫ 

入居日から２年以内 

応急修理制度を使用する場合は原則６か月間とし、応急修理が完了した場合は速やかに退

去すること 

 

≪賃貸型応急住宅の条件≫ 

賃貸型応急住宅の条件は、次のすべてを満たすもの 

1．賃貸型応急住宅として使用されることについて、貸主から同意を得ているものであるこ 

と 

2．貸主、本市及び被災者（入居者）との間において、賃貸借契約が締結されたうえで提供

されるものであること 

3．新耐震基準で建設（昭和 56 年 6 月 1 日以降に着工）されたもの又は耐震診断、耐震

改修等により耐震性が確認されたものであること 

4．宅地建物取引業者（仲介業者）が斡旋した庄内地域の住宅であること 

※山形県内の賃貸住宅で、庄内地域外にある物件を検討している場合は、建築課へご相

談ください。 

5．家賃（月額）は、次の額以内であること   

※ペット飼育においても、次の範囲で入居可能であれば対象 

1 人世帯の場合      5．5 万円以内 

2 人世帯の場合      6．5 万円以内 

3～4 人世帯の場合      7 万円以内 

5 人以上の世帯の場合   8．5 万円以内 

※超過分を自己負担で入居することはできません。 

6．共益費    （通常徴収している額） 

7．礼金     （家賃の 1 か月分以内） 

8．仲介手数料  （家賃の 0.55 か月分以内） 

9．退去修繕負担金（家賃の 2 か月分以内） 

10．鍵交換費    （通常徴収している額で社会通念上必要な金額を限度とする） 

 

※上記 5～10 は市が負担しますが、光熱水費、駐車場費（家賃とは別途のもの）、自治会

費、故意又は過失による損壊に対する修繕費用等は入居者の負担となります。 

 

※申請開始当初は混雑が予想されるため、手続きに時間がかかる恐れがあります。 

 
≪お問い合わせ窓口≫酒田市役所建設部建築課公営住宅係  

TEL：26-5747 


